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Ⅳ 特別調査事項    

１ 雇用者数の過不足感について 

２ 日銀によるマイナス金利導入（平成 28年 2月）以降の影響について 
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１ 雇用者数の過不足感について 

（１）現在の雇用者数の過不足感 

   「過剰」  8．０％ 「適正」  ６4．2％ 「不足」  ２7．8% 

（２）正規社員・非正規社員の過不足感 

「正規社員」  「過剰」7．9％   「適正」 ６8．8％   「不足」２3．4％ 

「非正規社員」 「過剰」4．０％   「適正」 71．6％   「不足」２4．4％ 

（３）3年前と比べた雇用者数の増減 

   「増えた」１８．６％ 「減った」  ２６．９％ 「ほとんど変わらない」５４．４％ 

（４）3年前と比べた正規社員・非正規社員の割合 

   「正規社員の割合が増えた」１６．８％   「非正規社員の割合が増えた」９・９％ 

   「ほとんど変わらない」７３．３％ 

（５）今後の雇用者数の見込み 

  「増加見込み」１８．３％  「ほぼ増減なし」６９．４％    「減少見込み」 １２．３％ 

２ 日銀によるマイナス金利導入（平成 28年 2月）以降の影響について 

（１）2月以降の金融機関からの借入金利の水準の変化        

「上昇した」   １．２％ 「変わらない」 ８３．０％ 「低下した」 １５．７％ 

（２）マイナス金利導入を受けて特に検討していること 

「設備投資のための借入」４．４％ 「運転資金の借入拡大」６．６％  

「既往借入金の借換え」８．４％   その他 ０．６％          特になし  ７９．９％ 

※本文中の数値については、グラフの他、アンケート調査集計表（Ｐ３９以下）を参照して
ください。 

１ 雇用者数の過不足感について 

 ○ 現在の雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」が６４.２％と前回調査

（平成２７年４～６月期調査）より１.６ポイント減少した。「過剰」は８.０％と前回調

査比１.０ポイント減少した一方、「不足」は２７.８％で２.６ポイント増加し、人員の不

足感が続いている。 
 

○ 「不足」と回答した企業を業種別に見ると、製造業が２２.１％、非製造業が３２.１％

と、共に前回調査比２．６ポイント増であった。特に不足感の高い業種は、「運輸業」

６４．６％、「飲食店」５１．１％、「サービス業」４０．４％となっている。 
 
○ 今後の雇用者数の見込みを聞いたところ、「ほぼ増減なし」が６９．４％を占めたが、
「増加見込み」（１８．３％）が、「減少見込み」（１２．３％）を６．０ポイント上
回った。 

 
２ 日銀によるマイナス金利導入（平成28年2月）以降の影響について 
 ○  借入金利水準の変化については、「変わらない」との回答が８３．０％、「低下した」
が１５．７％であった。 

 
 ○ マイナス金利を受けて特に検討していることについては「特になし」が７９．９%
を占めた。検討している項目については、「既往借入金の借換え」、「運転資金の借入拡
大」、「設備投資のための借入」の順となった。 
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１ 雇用者数の過不足感について 

（１）現在の雇用者数の過不足感（集計表Ｐ３９参照） 

  現在の雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」が６４.２％と前回調査（平

成２７年４～６月期調査）より１．６ポイント減少し、「過剰」は８．０％と前回調査比 

 １．０ポイント減少、「不足」は２７．８％と前回調査比２．６ポイント増加した。 

  平成２４年以降、雇用の過剰感よりも不足感が上回る傾向が続いている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 業種別に見ると、製造業、非製造業とも「適正」が大半を占めるものの、製造業では、

２２．１％、非製造業では３２．１％が「不足」と回答しており、共に前回調査比２．６

ポイント増加した。平成26年調査以降連続して、製造業で約２割、非製造業で約３割が

人員不足であると回答している。 
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  不足感の高い業種は、「運輸業」６４．６％（前回５２.５％）、「飲食店」５１．１％ （前

回５７.１％）、「サービス業」４０．４％（前回３３.９%）の順となっている。特に「運輸

業」、「飲食業」は、前回の調査でも半数以上が「不足」と回答しており、人員不足が慢性

化している様子がうかがえる。製造業では、「食料品製造」が３１．３％（前回２９．６％）

と不足感が高い。一方、過剰感の高い業種は「鉄鋼業・非鉄金属」２４．１％（前回１２．

５％）で、唯一「過剰」が「不足」を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  従業員規模別に見ると、「過剰」と回答した企業は、製造業では「51人以上」が１９．

８％と最も多く、従業員規模が大きくなるほど「過剰」の割合が高くなっている。一方、

非製造業では従業員規模に関わらず「過剰」と回答した企業は1割以下であった。 

  「不足」については、非製造業の「21～5０人規模」で５７．９％、「５１人以上」で

５４．８％と、従業員規模の大きい非製造業の半数以上で雇用の不足感が見られる。 
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（２）正規社員・非正規社員の過不足感（集計表Ｐ４０・４１参照） 

  正規社員・非正規社員の過不足感について聞いたところ、それぞれ「適正」が約７割を

占め、どちらも「不足」が「過剰」を上回っている。「不足」について「正規社員」と「非

正規社員」で大きな差が見られなかったが、「過剰」については「正規社員」を「過剰」

とする回答が７．９％と「非正規社員」の４．０％を３．９ポイント上回った。 

 

 

 

 正規社員の過剰感の高い業種は「鉄鋼業・非鉄金属」（１７．５％）、「プラスチック」（１

５．８%）、「パルプ・紙・紙加工品」（１５．６％）の順となっている。一方、不足感の高

い業種は「運輸業」（６６．２％）、「建設業」（３６．８％）、「飲食店」（３１．９%）の順

となっている。なお、「過剰」が「不足」を上回ったのは「鉄鋼業・非鉄金属」のみであっ

た。 
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 非正規社員の過剰感の高い業種は「鉄鋼業・非鉄金属」（１４．０％）、「輸送用機械器具」

（１２．２％）、「金属製品」（１０．０%）の順となっている。一方、不足感の高い業種は

「飲食店」（５３．３％）、「運輸業」（３８．０％）「サービス業」（３６．８%）の順とな

っている。なお、「過剰」が「不足」を上回ったのは「輸送用機械器具」のみであった。 

 

 

 

 

 

（３）３年前と比べた雇用者数の増減（集計表Ｐ４２参照） 

  3年前と比べた雇用者数の増減について聞いたところ、「ほとんど変わらない」が５４．

４％を占めたが、「増えた」（１８．６％）よりも「減った」（２６．９％）とする回答

の割合が高かった。製造業、非製造業での大きな差は見られなかった。 
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 雇用者数が３年前と比べて「増えた」との回答は、「運輸業」(３１．８%）、「食料品製

造」（２７．９％）、「プラスチック製品」（２５．９％）の順で高い割合となっている。ま

た「減った」は「飲食店」（４２．６％）、「食料品製造」（３６．８％）、「印刷業」（３６．

２％）の順で高い割合となっている。「食料品製造」、「運輸業」については、「増えた」、「減

った」いずれの回答についても、3割を占めている。 

 

 

 

 

 

（４）３年前と比べた正規社員・非正規社員の割合（集計表Ｐ４３参照） 

 3年前と比べた正規社員・非正規社員の割合について聞いたところ、「ほとんど変わら

ない」が７３．３％を占めたが、「正規社員の割合が増えた」（１６．８％）と回答した

企業の割合が「非正規社員の割合が増えた」（９．９％）よりも６．９ポイント上回った。 

 製造業、非製造業別では、大きな差は見られなかった。 
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 業種別で見ると、３年前と比べて「正規社員の割合が増えた」と回答した割合が高いの

は、「運輸業」（２６．２％）、「食料品製造」（２３．９％）、「金属製品」（２３．２％）の

順となっている。「非正規社員の割合が増えた」については、「飲食店」（２５．０％）、「電

気機械器具」（１５．５％）、「食料品製造」（１４．９％）の順で割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

（５）今後の雇用者数の見込み（集計表Ｐ４４参照） 

  今後の雇用者数の見込みを聞いたところ、「ほぼ増減なし」が６９．４％と約7割を占

めたが、「増加見込み」（１８．３％）が、「減少見込み」（１２．３％）を６．０ポイ

ント上回った。3年前の同調査（平成25年４～6月期調査）と比べると、「増加見込み」

が４．３ポイント増、「減少見込み」が２．０ポイント増となっており、「増加見込み」

の伸びの方が大きい。 

  業種別では、3年前と比べると、製造業において、「増加見込み」が６．３ポイント増、

「減少見込み」も３．８ポイント増となっている。非製造業では、「増加見込み」が若干

増加したが、大きな差は見られなかった。 
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 今後、雇用者数の増加を見込む業種は、「運輸業」（３３．８％）、「情報サービス業」（２

６．８％）、輸送用機械器具（２５．０％）の順で高い割合となっている。減少を見込む業

種は、「パルプ・紙・紙加工品」（１８．８％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（１８．２％）、不動

産業（１６．１％）の順で高い割合となっている。 
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２ 日銀によるマイナス金利導入（平成 28年 2月）以降の影響について 

（１）２月以降の金融機関からの借入金利水準の変化（集計表Ｐ４５参照） 
 借入金利水準の変化について聞いたところ、「上昇した」が１．２％、「変わらない」が

８３．０％、「低下した」が１５．７％となっており、約８割の企業が「変わらない」と回

答した。借入金利の水準が「低下した」との回答については、「運輸業」（２６．２％）、「食

料品製造」（２３．９％）、「繊維工業」（２１．４％）の順で高い割合となった。 
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（２）マイナス金利導入を受け、特に検討していることについて（集計表Ｐ４６参照） 

  マイナス金利導入を受けて特に検討していることについては「特になし」が７９．９％

を占めた。検討している項目については、「既往借入金の借換え」（８．４％）、「運転資金

の借入拡大」（６．６％）、「設備投資のための借入」（４．４％）の順となった 

 

 

 検討している項目を業種別に見ると、「設備投資のための借入」では「運輸業」（１２．

９％）、「不動産業」（１１．１％）の順、「運転資金の借入拡大」では「運輸業」（１２．９％）、

「一般機械器具」（１０．０％）の順、「既往借入金の借換え」では「パルプ・紙・紙加工

品」（１８．２％）、「金属製品」（１５．５％）の順で高い割合となっている。 
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